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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 中間連結財務諸表を作成していないため、中間連結財務諸表等に係る主要な経営指標等の推移の記載は行っ

ておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載は行っておりません。 

５ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期

会計期間

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  ５月31日

自 平成18年
  12月１日 
至 平成19年 
  ５月31日

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  11月30日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  11月30日

営業収益 (千円) 2,601,526 2,638,988 2,736,040 5,316,784 5,306,921

経常利益 (千円) 65,478 14,688 71,984 131,067 10,331

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) 30,504 49,953 △ 7,923 65,987 23,386

持分法を適用した 
場合の投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 3,455,000 3,455,000 3,455,000 3,455,000 3,455,000

発行済株式総数 (千株) 5,856 5,856 5,856 5,856 5,856

純資産額 (千円) 8,427,236 8,465,555 8,223,075 8,482,468 8,448,300

総資産額 (千円) 12,165,148 12,024,249 12,073,669 12,400,535 12,074,686

１株当たり純資産額 (円) 1,444.46 1,452.13 1,411.41 1,454.65 1,449.57

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失
(△)

(円) 5.23 8.57 △ 1.36 11.31 4.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5 7.5

自己資本比率 (％) 69.3 70.4 68.1 68.4 70.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 259,397 △37,041 77,243 678,675 167,373

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △11,454 67,935 △ 473,340 △30,742 △ 20,946

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △285,746 △150,574 296,664 △338,948 △ 226,734

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 271,797 498,903 438,843 618,584 538,276

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
192
(60)

184
(94)

176
(103)

188
(65)

183
(92)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年５月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )内の数字は、外数で臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社には、ホテルニューグランド労働組合が組織(組合員数130名)されており、サービス・ツーリズ

ム産業労働組合連合会に所属しております。 

なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 176(103)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国の経済は、企業収益の改善、設備投資の増加などを背景に景気は順調に推移

いたしました。また、雇用・所得環境にも好転の兆しがみられ、個人消費も配当所得の増加もあり、一

部の高額消費への需要も見受けられるなど、拡大基調とは言えないまでも堅調に推移しております。 

 ホテル業界にあっては、都心での外資系の大型ホテルが開業し、また地元横浜においても新たなホテ

ルの開業が予定されており、ホテル間競争は将来ますます激しさを増すものと思われます。 

 このような環境のもと、当社は平成17年1月に公表しました「中期３ヵ年計画」を見直し、新たに開

業80周年にあたる当事業年度をスタート年とする「新中期３ヵ年計画」（平成19年3月公表）を策定い

たしました。 

 当上半期における営業収益につきましては、宿泊部門は稼働率の上昇により客室収入は前年を若干上

回りましたが、附帯収入が減少したため、629,134千円（前年同期比0.2％減 1,108千円減）となりま

した。宴会部門は、一般宴会が好調に推移し、1,145,521千円（前年同期比3.6％増 39,681千円増）と

なり、レストラン部門も客数の大幅な増加により、756,005千円（前年同期比8.0％増 56,049千円増）

となりました。 

 この結果、営業収益は2,736,040千円（前年同期比3.7％増 97,052千円増）となりました。 

 営業費用につきましては、営業収益の増加による売上原価の増加もあり、2,658,881千円（前年同期

比1.5％増 38,529千円増）となり、当上半期においては、「新中期3ヵ年計画」に基づき、ホテルのメ

イン厨房改修工事への設備投資を行い、最新の厨房設備への更新により、一層の安全衛生対策と新メニ

ュー開発の基盤を構築いたしました。 

 この結果、営業利益は77,159千円（前年同期比58,522千円増）、経常利益は71,984千円（前年同期比

57,295千円増）となりました。中間純損益は前年は特別利益76,900千円（投資有価証券売却益等）があ

ったことに加え、当上半期には役員退職慰労金及びメイン厨房改修工事等にともなう固定資産除却損と

して特別損失81,475千円を計上したため、7,923千円の中間純損失（前年は49,953千円の中間純利益）

となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ

99,433千円減少し、438,843千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業収入の129,058千円の増加や、法人税等の支払額が減少したことなどにより、前中間会計期間と

比べて資金が114,285千円増加し、営業活動全体として77,243千円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 有形固定資産の取得による支出が450,013千円増加したことなどにより、前中間会計期間と比べて資

金が541,276千円減少し、投資活動全体として473,340千円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 短期借入金の100,000千円の純増加や、社債の発行による収入が297,600千円増加したことなどによ

り、前中間会計期間と比べて資金が447,239千円増加し、財務活動全体として296,664千円の収入となり

ました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等を含みません。 

２ ホテルその他部門の主なものは、売店売上、駐車場収入等であります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

 
 

部門 
 
 

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日) 前年同期比(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

ホテル宿泊部門 630,243 23.9 629,134 23.0 99.8

ホテル宴会部門 1,105,839 41.9 1,145,521 41.9 103.6

ホテルレストラン部門 699,956 26.5 756,005 27.6 108.0

ホテルその他部門 85,979 3.3 85,521 3.1 99.5

(計) 2,522,019 95.6 2,616,183 95.6 103.7

髙島屋ホテルニューグランド 
ザ・カフェ

53,389 2.0 56,449 2.1 105.7

そごう横浜店 バー シーガー
ディアンⅢ

32,257 1.2 32,157 1.2 99.7

グランドアネックス 水町 31,321 1.2 31,250 1.1 99.8

合計 2,638,988 100.0 2,736,040 100.0 103.7



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。 

（2）重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。 

 
（3）重要な設備の新設、除却等 

重要な設備の改修として、本館ロビー及び本館外壁の改修を予定しております。       

部門 設備の内容 投資額（千円） 完了年月

ホテル宴会部門 厨房設備の改修 262,957 平成19年3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,000,000

計 23,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年7月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,856,400 5,856,400
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 5,856,400 5,856,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年12月１日～ 
平成19年５月31日

― 5,856,400 ― 3,455,000 ― 3,363,010



(5) 【大株主の状況】 

(平成19年５月31日現在) 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年５月31日現在) 

 
（注） 1. 単元未満株式には当社所有の自己株式268株が含まれております。 

 2.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

   なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれておりませ 

   ん。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

原   範 行 横浜市中区 431 7.36

榊 原 三 郎 横浜市中区 322 5.49

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３―１―１ 285 4.87

清水建設株式会社 東京都港区芝浦１―２―３ 235 4.01

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２―２―２ 219 3.73

野 村 弘 光 横浜市中区 216 3.69

麒麟麦酒株式会社 東京都中央区新川２―10―１ 165 2.81

上野興産株式会社 横浜市中区山下町46 164 2.80

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１―５―１ 160 2.73

株式会社髙島屋 東京都中央区日本橋２―４―１ 145 2.47

計 ― 2,343 40.01

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 30,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 5,717,000 5,716 同上

単元未満株式  
普通株式 109,400 ― 同上

発行済株式総数 5,856,400 ― ―

総株主の議決権 ― 5,716 ―



② 【自己株式等】 

(平成19年５月31日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 
ホテル、ニューグランド

横浜市中区山下町10 30,000 ― 30,000 0.51

計 ― 30,000 ― 30,000 0.51

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

高(円) 698 679 680 708 716 700

低(円) 610 650 650 641 650 679



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年12月1日から平成18年5月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成18年12月1日から平成19年5月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月

31日まで)の中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受け、また当中間会計期間(平成

18年12月１日から平成19年５月31日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を

受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年9月1日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

  当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

   

前中間会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間会計期間末

(平成19年５月31日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年11月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 498,903 438,843 538,276

   売掛金 251,178 230,132 227,604

   たな卸資産 70,191 62,962 64,845

   繰延税金資産 15,725 21,692 20,373

   その他 37,423 50,872 44,758

   貸倒引当金 △ 1,000 △ 760 △ 840

    合計 872,423 7.3 803,743 6.7 895,018 7.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

    建物 6,579,857 6,573,914 6,565,298

    建物附属設備 952,579 963,364 941,330

    器具及び備品 228,969 333,491 276,699

    土地 ※２ 2,974,901 2,979,559 2,979,559

    その他 131,770 126,026 125,683

    計 10,868,078 90.4 10,976,356 90.9 10,888,571 90.2

 (2) 無形固定資産 52,859 0.4 50,089 0.4 51,439 0.4

 (3) 投資その他の資産

    投資有価証券 171,326 185,424 181,105

    その他 59,561 55,789 58,551

    計 230,888 1.9 241,214 2.0 239,657 2.0

    合計 11,151,825 92.7 11,267,659 93.3 11,179,668 92.6

Ⅲ 繰延資産 - - 2,266 0.0 - -

   資産合計 12,024,249 100.0 12,073,669 100.0 12,074,686 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間会計期間末

(平成19年５月31日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年11月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   買掛金 388,103 351,887 394,788

   短期借入金 550,000 650,000 550,000

   一年以内返済長期 
   借入金

137,500 110,000 117,500

      一年以内償還社債 - 96,000 -

   未払法人税等 55,700 12,300 40,000

   未払事業所税 8,059 7,946 15,798

   未払費用 288,253 270,522 257,320

   預り金 6,497 6,133 7,463

   その他 202,854 249,565 393,096

    合計 1,636,968 13.6 1,754,355 14.5 1,775,967 14.7

Ⅱ 固定負債

      社債 - 204,000 -

   長期借入金 165,000 55,000 110,000

   退職給付引当金 569,900 556,993 580,506

   繰延税金負債 322,185 297,478 296,324

   再評価に係る繰延 
   税金負債

※２ 494,302 668,704 494,302

   その他 370,336 314,062 369,284

    合計 1,921,725 16.0 2,096,238 17.4 1,850,418 15.3

   負債合計 3,558,694 29.6 3,850,594 31.9 3,626,385 30.0



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間会計期間末

(平成19年５月31日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,455,000 28.7 3,455,000 28.6 3,455,000 28.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 3,363,010 3,363,010 3,363,010

   資本剰余金合計 3,363,010 28.0 3,363,010 27.9 3,363,010 27.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 66,144 66,144 66,144

  (2) その他利益剰余金

     買換資産圧縮積立金 833,556 789,829 804,404

    繰越利益剰余金 173,924 127,712 164,771

   利益剰余金合計 1,073,625 8.9 983,686 8.1 1,035,320 8.6

 ４ 自己株式 △ 12,396 △0.1 △ 14,902 △0.1 △ 13,546 △0.1

   株主資本合計 7,879,238 65.5 7,786,794 64.5 7,839,784 64.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

△ 3,010 △0.0 4,964 0.0 2,798 0.0

 ２ 土地再評価差額金 ※２ 589,326 4.9 431,316 3.6 605,718 5.0

   評価・換算差額等 
   合計

586,316 4.9 436,281 3.6 608,516 5.0

   純資産合計 8,465,555 70.4 8,223,075 68.1 8,448,300 70.0

   負債純資産合計 12,024,249 100.0 12,073,669 100.0 12,074,686 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 2,638,988 100.0 2,736,040 100.0 5,306,921 100.0

Ⅱ 営業費用 2,620,351 99.3 2,658,881 97.2 5,287,800 99.6

   営業利益 18,636 0.7 77,159 2.8 19,120 0.4

Ⅲ 営業外収益 ※１ 3,077 0.1 2,298 0.1 4,567 0.1

Ⅳ 営業外費用 ※２ 7,026 0.3 7,473 0.3 13,356 0.3

   経常利益 14,688 0.6 71,984 2.6 10,331 0.2

Ⅴ 特別利益 ※３ 76,900 2.9 1,843 0.1 87,946 1.7

Ⅵ 特別損失
※４ 
※５

1,415 0.1 81,475 3.0 39,934 0.8

   税引前中間（当期） 
   純利益又は税引前 
   中間純損失（△）

90,173 3.4 △ 7,647 △0.3 58,343 1.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

45,148 1,920 74,364

   法人税等調整額 △ 4,927 40,220 1.5 △ 1,644 276 0.0 △ 39,407 34,957 0.7

   中間（当期）純利益 
   又は中間純損失 
  （△）

49,953 1.9 △ 7,923 △0.3 23,386 0.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成18年５月31日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 66,144 862,708 123,975 1,052,828 △ 11,198 7,859,639

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △ 29,156 △ 29,156 ― △ 29,156

 中間純利益 ― ― 49,953 49,953 ― 49,953

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― △ 29,151 29,151 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △ 1,197 △ 1,197

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △ 29,151 49,948 20,796 △ 1,197 19,599

平成18年５月31日残高(千円) 66,144 833,556 173,924 1,073,625 △ 12,396 7,879,238

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日残高(千円) 33,502 589,326 622,828 8,482,468

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △ 29,156

 中間純利益 ― ― ― 49,953

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― △ 1,197

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

△ 36,512 ― △ 36,512 △ 36,512

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△ 36,512 ― △ 36,512 △ 16,913

平成18年５月31日残高(千円) △ 3,010 589,326 586,316 8,465,555



当中間会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成19年５月31日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 66,144 804,404 164,771 1,035,320 △ 13,546 7,839,784

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △ 43,711 △ 43,711 ― △ 43,711

 中間純損失 ― ― △ 7,923 △ 7,923 ― △ 7,923

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― △ 14,575 14,575 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △ 1,355 △ 1,355

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △ 14,575 △ 37,058 △ 51,634 △ 1,355 △ 52,989

平成19年５月31日残高(千円) 66,144 789,829 127,712 983,686 △ 14,902 7,786,794

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) 2,798 605,718 608,516 8,448,300

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △ 43,711

 中間純損失 ― ― ― △ 7,923

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― △ 1,355

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

2,166 △ 174,401 △ 172,235 △ 172,235

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

2,166 △ 174,401 △ 172,235 △ 225,225

平成19年５月31日残高(千円) 4,964 431,316 436,281 8,223,075



前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）買換資産圧縮積立金の取崩58,303千円のうち29,151千円は、平成18年2月の定時株主総会におけ 

   る利益処分によるものであります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 66,144 862,708 123,975 1,052,828 △ 11,198 7,859,639

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △ 29,156 △ 29,156 ― △ 29,156

 当期純利益 ― ― 23,386 23,386 ― 23,386

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― △ 58,303 58,303 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △ 2,347 △ 2,347

 株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

― ― △ 11,737 △ 11,737 ― △ 11,737

事業年度中の変動額合計 
(千円)

― △ 58,303 40,796 △ 17,507 △ 2,347 △ 19,855

平成18年11月30日残高(千円) 66,144 804,404 164,771 1,035,320 △ 13,546 7,839,784

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日残高(千円) 33,502 589,326 622,828 8,482,468

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △ 29,156

 当期純利益 ― ― ― 23,386

 買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― △ 2,347

 株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△ 30,703 16,391 △ 14,311 △ 26,049

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△ 30,703 16,391 △ 14,311 △ 34,167

平成18年11月30日残高(千円) 2,798 605,718 608,516 8,448,300



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年12月１日

至 平成18年５月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年12月１日

至 平成19年５月31日)

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年12月１日

至 平成18年11月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 営業収入 2,660,033 2,789,092 5,387,160

 ２ 原材料又は商品の 

   仕入れによる支出
△ 930,080 △ 934,173 △ 1,760,370

 ３ 人件費の支出 △ 877,418 △ 936,296 △ 1,706,025

 ４ その他の営業支出 △ 740,324 △ 805,541 △ 1,543,769

    小計 112,209 113,081 376,994

 ５ 利息及び配当金の受取額 143 946 1,385

 ６ 利息の支払額 △ 6,776 △ 7,746 △ 12,737

 ７ 法人税等の支払額 △ 142,617 △ 29,038 △ 198,269

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 37,041 77,243 167,373

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得 

   による支出
△ 24,484 △ 474,498 △ 113,366

 ２ 投資有価証券の売却等による収入 188,740 1,832 188,740

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △ 99,068 △ 675 △ 99,068

 ４ その他 2,748 - 2,748

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
67,935 △ 473,340 △ 20,946

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 200,000 500,000 320,000

 ２ 短期借入金の返済 

   による支出
△ 200,000 △ 400,000 △ 320,000

 ３ 長期借入金の返済 

   による支出
△ 121,500 △ 62,500 △ 196,500

 ４ 社債の発行による収入 - 297,600 -

 ５ 配当金の支払額 △ 29,156 △ 39,949 △ 29,156

 ６ その他 81 1,513 △ 1,077

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 150,574 296,664 △ 226,734

Ⅳ 現金及び現金同等物の 

  減少額
△ 119,680 △ 99,433 △ 80,307

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

  期首残高
618,584 538,276 618,584

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
498,903 438,843 538,276



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

移動平均法による原価

法

(1) たな卸資産

同左

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

②その他有価証券

時価のあるもの

 同左 

  

  

  

  

  

 

時価のないもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定)

時価のないもの

同左

（3）デリバティブ

時価法

 

（3）デリバティブ

同左

（3）デリバティブ

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定額法

耐用年数及び残存価額

については、法人税法

に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。

なお、建物について

は、平成10年度の法人

税法の改正により耐用

年数の短縮が行われて

おりますが、改正前の

耐用年数を継続して適

用しております。

(1) 有形固定資産
平成19年3月31日以前
に取得したもの 
     旧定額法
平成19年4月１日以降
に取得したもの 
      定額法
耐用年数及び残存価額

については、法人税法

に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。

なお、建物について

は、平成10年度の法人

税法の改正により耐用

年数の短縮が行われて

おりますが、改正前の

耐用年数を継続して適

用しております。
（会計方針の変更）
平成19年度の法人税法の改
正((所得税法等の一部を改
正する法律 平成19年3月
30日 法律第6号)及び(法
人税法施行令の一部を改正
する政令 平成19年3月30
日 政令第83号))に伴い、
平成19年4月1日以降に取得
したものについては、改正
後の法人税法に基づく方法
に変更しております。これ
による損益への影響は軽微
であります。

(1) 有形固定資産

定額法

耐用年数及び残存価額

については、法人税法

に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。

なお、建物について

は、平成10年度の法人

税法の改正により耐用

年数の短縮が行われて

おりますが、改正前の

耐用年数を継続して適

用しております。

(2) 無形固定資産

定額法

耐用年数については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。

ただし、自社利用ソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 繰延資産の処理方

法

(1) 社債発行費
-

(1) 社債発行費

社債の償還までの期間

にわたる定額法

(1) 社債発行費
-



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

中間期末現在に有する債

権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

期末現在に有する債権の

貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変

更時差異(889,469千円)に

ついては、15年による按分

額を費用処理しており、当

中間会計期間においては、

その1/2を費用処理してお

ります。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時

差異(889,469千円)につい

ては、15年による按分額を

費用処理しております。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

税抜方式

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

税抜方式



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

1 固定資産の減損に

係る会計基準
当中間会計期間より「固定

資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用

しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。

- 当事業年度より「固定資産

の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用

しております。 

これにより税引前当期純利

益は、11,045千円減少して

おります。

２ 貸借対照表の純資

産の部の表示に関

する会計基準

当中間会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相

当する金額は8,465,555千

円であります。 

なお、中間財務諸表等規則

の改正により、当中間会計

期間における中間財務諸表

は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しており

ます。

- 当事業年度より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計

基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用

しております。 

従来の資本の部の合計に相

当する金額は8,448,300千

円であります。 

なお、財務諸表等規則の改

正により、当事業年度にお

ける財務諸表は、改正後の

財務諸表等規則により作成

しております。

３ 役員賞与に関する

会計基準

当中間会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」

（平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

- 当事業年度より、「役員賞

与に関する会計基準」（平

成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影

響はありません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年５月31日)

当中間会計期間末
(平成19年５月31日)

前事業年度末 
(平成18年11月30日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

7,088,795千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

7,325,908千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

7,175,547千円

※２ 「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。 

再評価を行った年月日 

    平成12年11月30日 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。

※２ 「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。 

再評価を行った年月日 

    平成12年11月30日 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。

（追加情報） 

事業用土地の評価差額について、平

成17年11月期に回収可能性のないも

のと判断した評価差額に係る繰延税

金資産は取崩しました。 

「投資事業組合への出資及び土地再

評価差額金に係る繰延税金に関する

留意事項について」（日本公認会計

士協会 リサーチセンター審理情報

[NO.23]）により、個別の土地ごと

に検討する取扱いが明確化されたた

め、当中間期から具体的な売却予定

のない事業用土地を個別に検討した

結果、当該土地の再評価に係る繰延

税金資産は回収可能性がないものと

判断し、計上しないことといたしま

した。 

この結果、貸借対照表の純資産の部

の「土地再評価差額金」が174,401

千円減少し、固定負債の「再評価に

係る繰延税金負債」が同額増加して

おります。 

なお、これによる損益への影響はあ

りません。

※２ 「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。 

再評価を行った年月日 

    平成12年11月30日 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。 

 同法律第10条に定める再評

価を行った事業用土地の当事

業年度末における時価の合計

額は、当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額を

163,082千円上回っておりま

す。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 134千円

受取保険料 852千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 657千円

受取保険料 648千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 1,254千円

受取保険料 852千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 7,026千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6,690千円

※２ 営業外費用

支払利息 13,356千円

※３ 特別利益の主要項目

  投資有価証券売却益  73,992千円

※３ 特別利益の主要項目

  投資有価証券清算益   1,843千円

※３ 特別利益の主要項目

  投資有価証券売却益  73,992千円

 

※４ 特別損失

固定資産
除却損

1,415千円

計 1,415千円
  

※４ 特別損失

固定資産
除却損

27,901千円

役員退職慰労
金

53,574千円

計 81,475千円
  

※４ 特別損失の主要項目

固定資産
除却損

28,889千円

減損損失 11,045千円

計 39,934千円

※５ 減損損失

- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ６ （追加情報）

当中間会計期間に係る納付税額及び
法人税等調整額は、当期において予
定している利益処分による圧縮積立
金の取崩しを前提として当中間会計
期間に係る金額を計算しておりま
す。

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産    218,671千円

無形固定資産     1,477千円

※５ 減損損失

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ６ （追加情報）

-
 
 
 
 
 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産    182,231千円

無形固定資産     1,350千円

※５ 減損損失

（1）減損損失を認識した資産の概要
  用途   遊休資産 
  場所   横浜市西区元久保町 
  種類   土地 
  金額   11,045千円
（2）減損損失の認識に至った経緯
今後の事業計画のない遊休資産につ
いて、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、その減少額を減損損失とし
て特別損失に計上しております。な
お、遊休資産の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、不動
産鑑定士の鑑定評価を基に算定して
おります。

  ６ （追加情報）

- 
 
 
 
 
 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産    407,586千円

無形固定資産     2,897千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成17年12月1日至 平成18年5月31日）  

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２.新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

３.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

当中間会計期間（自 平成18年12月1日至 平成19年5月31日）  

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２.新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

３.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末株 
式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 25,113株 1,528株 － 26,641株

合計 25,113株 1,528株 － 26,641株

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年2月27日 
定時株主総会 普通株式 29,156千円 5円 平成17年11月30日 平成18年2月28日

前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末株 
式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 28,257株 2,011株 － 30,268株

合計 28,257株 2,011株 － 30,268株

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年2月26日 
定時株主総会 普通株式 43,711千円 7.5円 平成18年11月30日 平成19年2月27日



前事業年度（自 平成17年12月1日至 平成18年11月30日）  

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２.新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

３.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
（2）基準日が当事業年度に属する配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

  

前事業年度末株式数
当事業年度増加株式
数

当事業年度減少株式
数

当事業年度末株式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 25,113株 3,144株 － 28,257株

合計 25,113株 3,144株 － 28,257株

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年2月27日 
定時株主総会 普通株式 29,156千円 5円 平成17年11月30日 平成18年2月28日

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年2月26日 
定時株主総会 普通株式 43,711千円 7.5円 平成18年11月30日 平成19年2月27日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 498,903千円

現金及び現金同等物 498,903
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 438,843千円

現金及び現金同等物 438,843
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 538,276千円

現金及び現金同等物 538,276

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

器具及び備品

取得価額 
相当額

37,626千円

減価償却 
累計額相当額

22,457

中間期末残高 
相当額

15,168

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しており

ます。

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

28,126千円

減価償却
累計額相当額

17,756

中間期末残高
相当額

10,369

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しており

ます。

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

37,256千円

減価償却
累計額相当額

25,781

期末残高
相当額

11,474

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 5,728千円

１年超 9,440

合計 15,168

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 4,661千円

１年超 5,708

合計 10,369

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,146千円

１年超 6,328

合計 11,474

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 3,604千円

減価償却費 
相当額

3,604

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 2,797千円

減価償却費
相当額

2,797

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 6,940千円

減価償却費
相当額

6,940

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年５月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、中間貸 

   借対照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

当中間会計期間末(平成19年５月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、中間貸 

   借対照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

中間貸借対照表計上額 
(千円)

時価
(千円)

差額 
(千円)

国債・地方債等 9,946 9,896 △49

合計 9,946 9,896 △49

取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 93,895 88,828 △5,067

合計 93,895 88,828 △5,067

非上場株式 82,498千円

中間貸借対照表計上額 
(千円)

時価
(千円)

差額 
(千円)

国債・地方債等 9,972 9,950 △ 21

合計 9,972 9,950 △ 21

取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 93,895 102,253 8,357

合計 93,895 102,253 8,357

非上場株式 83,170千円



前事業年度末(平成18年11月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、貸借対 

   照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

４ 売却したその他有価証券 

  売却額                                 188,740千円 

  売却益の合計               73,992千円 

  

５ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  １年超５年以内             10,000千円 

  

貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

国債・地方債等 9,959 9,480 △ 479

合計 9,959 9,480 △ 479

取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

株式 93,895 98,607 4,711

合計 93,895 98,607 4,711

非上場株式  82,498千円



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間 (自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（千円） 

 
 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

当中間会計期間 (自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（千円） 

 
 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

前事業年度   (自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（千円） 

 
 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

  該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

 
  

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時  価 評価損益

金利 スワップ取引 150,000 △ 677 △ 677

計 150,000 △ 677 △ 677

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時  価 評価損益

金利 スワップ取引 90,000 △ 211 △ 211

計 90,000 △ 211 △ 211

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時  価 評価損益

金利 スワップ取引 120,000 △ 433 △ 433

計 120,000 △ 433 △ 433

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。

同左 同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１株当たり純資産額 1,452.13円 １株当たり純資産額 1,411.41円 １株当たり純資産額 1,449.57円

１株当たり中間純利益 8.57円 １株当たり中間純損失 1.36円 １株当たり当期純利益 4.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

（追加情報） 
 当中間会計期間から、改正後の
「1株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 最
終改正 平成18年1月31日 企業会
計基準第2号）及び「1株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 最終改
正 平成18年1月31日 企業会計基
準適用指針第4号）を適用しており
ます。 
 これによる影響はありません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、1株当

たり中間純損失であり、潜在株式が

ないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

（追加情報）
 当事業年度から、改正後の「1株
当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 最終改
正 平成18年1月31日 企業会計基
準第2号）及び「1株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 最終改正
平成18年1月31日 企業会計基準適
用指針第4号）を適用しておりま
す。 
 これによる影響はありません。

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

8,465,555千円

普通株式に係る純資産額

8,465,555千円

差額の主な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

26,641株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,829,759株

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

8,223,075千円

普通株式に係る純資産額

8,223,075千円

差額の主な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

30,268株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,826,132株

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額

8,448,300千円

普通株式に係る純資産額

8,448,300千円

差額の主な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

28,257株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,828,143株

 
２ １株当たり中間純利益

中間損益計算書上の中間純利益

49,953千円

普通株式に係る中間純利益

49,953千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,830,062株

 
２ １株当たり中間純損失

中間損益計算書上の中間純損失

7,923千円

普通株式に係る中間純損失

7,923千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,827,224株

 
２ １株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益

23,386千円

普通株式に係る当期純利益

23,386千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,829,618株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第129期(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月26日関東財務局長に

提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年８月２３日

株式会社ホテル、ニューグランド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 株式会社ホテル、

ニューグランドの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第１２９期事業年度の中間会計期間（平成１７年１２月

１日から平成１８年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホテル、ニューグランドの平成１８年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１２月１

日から平成１８年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年７月３０日

株式会社ホテル、ニューグランド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホテル、ニ

ューグランドの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの第１３０期事業年度の中間会計期間（平成１８年１２月１

日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホテル、ニューグランドの平成１９年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１２月１

日から平成１９年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 義 則 
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